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１－１　協力の背景と概要

パプアニューギニア独立国（以下、パプアニューギニアと記す）では近年、地方から都市部

への人々の移住が進み、首都周辺に 70 カ所あるといわれるセトルメントと呼ばれる地区には

約 10 万人が居住している。パプアニューギニア政府が合法的に認めているセトルメント（計

画されたセトルメント）はその 1/3 以下であり、それ以外の地区は計画外の（unplanned）セト

ルメントと呼ばれている。セトルメントの住民は雇用機会が限られ、特に計画外のセトルメン

トでは教育・医療など公的サービスが受けられないなど、経済・社会的に隔絶された状況が続

いている。また、治安悪化の問題も生じている。しかしながら、パプアニューギニアの NGO
の強化やコーディネートを担当するコミュニティ開発省（DFCD）及び首都圏のセトルメント

を管轄する首都圏庁（NCDC）には、セトルメントに対する具体的な政策はなく、セトルメン

トの問題は放置された状態であった。

こうしたセトルメント問題に対応するため、パプアニューギニア政府はわが国に対して「首

都圏セトルメント地域における総合コミュニティ開発プロジェクト（ICDP）」を要請した。本

プロジェクトは 2005 年 4 月から 2 年間の予定で開始され、12 のセトルメントでニーズ調査

を実施し、2006 年 11 月現在 10 のセトルメントで 8 のパイロット事業を実施している（2 セ

トルメントは治安の悪化により中止）。そのパイロット事業を通して、セトルメント開発にか

かる教訓と情報を抽出してプロジェクト関係者及び他ドナー等で共有するとともに、DFCD・

NCDC 職員及びセトルメントリーダーのセトルメント開発にかかる包括的な能力の向上をめざ

す。

１－２　協力内容

〈事業概要〉

パイロット事業を通して、DFCD・NCDC 職員及びセトルメントリーダーのセトルメント開

発にかかる包括的な能力の向上をめざす。

１.　案件の概要

国名：パプアニューギニア国 案件名：（和） 首都圏セトルメント地域における総合コ

ミュニティ開発プロジェクト

（英）Integrated Community Development in 
Settlement Areas in National Capital District (NCD）

Project

分野：総合地域開発計画 援助形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：社会開発部 協力金額：約 2 億円

協力期間 2005 年 4 月～ 2007 年 3 月 先方関係機関： コミュニティ開発省（DFCD）、首都圏庁

（NCDC）

日本側協力機関：

評価調査結果要約表
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（上位目標）

ICDP の手法がコミュニティ開発イニシアティブのなかで活用される。

（プロジェクト目標）

DFCD と NCDC、セトルメントリーダーのセトルメント開発に係る能力全般が向上する。

（成果）

1） 本プロジェクト実施運営のための組織体制が整えられ、維持される。

2） DFCD と NCDC 職員、セトルメントリーダーによりセトルメント開発のための有効な

アプローチがとられる。

3） DFCD と NCDC 職員の計画策定能力が向上する。

4） DFCD と NCDC 職員の事業実施スキルが向上する。

5） DFCD と NCDC 職員のモニタリング・評価スキルが向上する。

6）�コミュニティにおいて、セトルメントリーダーによる説明責任を伴ったリーダーシッ

プが発揮される。

7）コミュニティ開発に係る知識と情報が、プロジェクト関係者によって共有される。

〈投入〉（終了時評価時点）

日本側：

専門家派遣（業務実施契約）

（担当分野：支援体制組織強化、コミュニティ開発、行政能力向上、パイロットプロジェ

クト事業計画策定、コミュニティ研修監理、所得向上、行政サービスアクセス改善、コ

ミュニティ施設改善） 8 名　46.67 人 / 月
機材供与（コンピュータ、プリンター、ビデオなど） 124 万 2,000 円

ローカルスタッフコスト 220 万円

研修員受入（集団研修 8 名、第三国研修 8 名） 計 16 名

第三国研修経費 636 万円

パイロット事業経費（含 TST 経費） 1,860 万 7,000 円

ローカル NGO 委託費 717 万 6,000 円

パプアニューギニア側：

カウンターパート配置 13 名

土地・施設提供 プロジェクト執務室

ローカルコスト負担 計 95,000 キナ（389 万 5,000 円）

 （DFCD 50,000 キナ、NCDC 45,000 キナ）

２．評価調査団の概要

調査者

担当分野 氏　名 所　属

総括 武田　長久 JICA 国際協力総合研修所 国際協力専門員（開発計画：

参加型開発・開発行政）

評価分析 佐々木　理恵子 かいはつマネジメント・コンサルティング（株） コンサ

ルタント

調査期間 2007 年 1 月 29 日〜 2007 年 2 月 10 日 評価種類：終了時評価
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３．評価結果の概要

３－１　実績の確認

本プロジェクトは、PDMにプロジェクト目標を達成するために 7つの成果が設定されている。

IDCP 実施のための組織体制及び運営体制の構築に関する成果 1 は、いまだに日本人専門家が

大きな役割を果たしてはいるものの、達成された。C/P 内での ICDP 手法の容認に関する成果

2 は達成された。計画過程の能力向上である成果 3 は、現時点で事業開始当初からかかわって

いる 3 名の職員は達成している。事業実施過程の能力向上である成果 4 は、現在パイロット事

業の実施がまだ進行しているため、現時点での達成度は低い。モニタリングや評価能力向上に

関する成果 5 も同様である。成果 3 ～ 5 は相互に関連しているため、成果 3 に対しても ICDP
事業実施のプロジェクトサイクルが全過程終わったときに再評価する必要がある。セトルメン

トリーダーのリーダーシップ能力に関する成果 6 は、数名のリーダーでは達成しつつあるが、

個々人により達成度が異なる。知識や情報マネジメントに関する成果７はほぼ達成している。

３－２　評価結果の要約

（1）妥当性

本プロジェクトの妥当性は非常に高い。ターゲットグループや地域社会からのニーズは

高く、パプアニューギニアの政策と合致している。プロジェクトのアプローチやターゲッ

トグループの設定も妥当性が高い。建設された施設が、各パイロット事業の施設の維持管

理や活用方法によって、またリーダーや住民間での権力争いがある場合、限られた人々に

独占される恐れがあるが、現時点で効果や費用負担の配分の公平性において特に問題は生

じていない。

しかし、2 年間という事業期間の妥当性は低く、参加型手法を用いた計画、実施、モニ

タリングと評価という一連のコミュニティ開発の能力をパイロット事業実施を通して向上

させるには、事業期間は短かった。実際、パイロット事業形成と計画で約 1 年かかり、実

施は約 6 カ月と大急ぎで施設を完成させなければならなくなっている。

（2）有効性

2 年間の短い事業期間ではあったものの、C/P 職員やセトルメントリーダーの意識は高

まっており、有効性は高い。研修と OJT による実践の組み合わせでターゲットグループ

の能力向上を図る手法は極めて効果的であったといえる。DFCD と NCDC、セトルメント

リーダーのセトルメント開発に係る全般的な能力は、部分的な能力向上にとどまった。部

分的な能力向上にとどまっている理由としては、以下のことがあげられる。①時間的な制

約からパイロット事業実施は施設の設計が駆け足で行われており、知識と実践を結びつけ

るためのフォローアップが十分になされていない。②合同事業実施委員会（JIC）職員の

配置換えがあり、PCM 手法のプロジェクトサイクルを継続的に実践できていない職員も

いる。③セトルメントリーダーは、事業 2 年次からプロジェクトのターゲットグループに

含まれるようになったため、能力向上の効果の発現に個人差がある。また、途中でリーダー

シップが変更したセトルメントもあるため、能力向上が継続的かつ十分には行われていな

い。
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（3）効率性

プロジェクトの効率性は以下の理由から高いと判断される。日本側及びパプアニューギ

ニア側の投入の種類、時期、期間、質及び量は成果の達成に必要かつ十分なものであった。

投入は、供与された車両が NCDC の職員によりルールどおりに使用されずその結果破損

された以外は、特に問題はない。パプアニューギニアの人材配置に関して、NCDC は、内

部での意思疎通の問題により 2006 年 2 月中旬から 7 月中旬の 6 カ月間全職員を撤退させ

た。その結果、その期間中の職員の能力向上が図れず、さらにパイロット事業実施も困難

となった。しかし、7 月中旬以降は、内部でのコミュニケーションが改善され、副プロジェ

クトマネジャーの復帰、新たにセトルメントマネジャーの配置や他の部署の協力体制がで

きた。本邦及び第三国研修は研修生の自覚を高め、新しい開発事例を学ぶ機会として効果

的であった。パイロット事業の予算は、建築申請の段階で施設の設計を変えたことで不足

したが、カウンターパートファンドで不足分を補填することができ、結果として逆に C/P
の当事者意識を明確なものとした。

（4）インパクト

インパクトは正である。DFCD と NCDC が ICDP 手法を他のプロジェクトに導入すると

いう上位目標の達成の見込みは高い。ICDP にかかわった職員は ICDP 手法は有用である

と答えており、実際に日常業務に活用している。さらに事業開始当初からかかわっている

3 名の職員は、他の職員にアドバイスや研修を行っている。また、ICDP は、新たに承認

された DFCD の Integrated Community Development Strategy に影響を与えた。DFCD 職員は、

ICDP で習得した能力をこの事業でも活用していくことができると思われる。セトルメン

トリーダーの多くは、パイロット事業実施を通して自らが主体でコミュニティ開発を行う

ということを理解し、積極的な態度を取り始めた。さらに、行政とセトルメントの信頼関

係の構築など数多くの意図しなかった正のインパクトが、セトルメントのなかで起こって

いる。しかし、現在の状況では、これらの正のインパクトは支援が終わってしまえば、元

に戻ってしまう可能性が否めない。また、2 年間というプロジェクト実施期間は短く、セ

トルメントが自らのイニシアティブで事業を行うのは難しいと考える。

（5）自立発展性

自立発展性は高い。DFCD と NCDC はプロジェクトへの高い当事者意識をもっており、

今後も財政的、組織的な支援を行っていく強い意向を表明している。例えば、DFCD はプ

ロジェクト継続と拡大のために次年度の予算申請を既に行っている。NCDC の人事配置は

庁内での政治環境に左右される傾向が強いが、DFCD と NCDC ともに中核職員が今後も継

続的に ICDP に従事していくことをそれぞれに約束した。中核職員である JIC のマネジャー

たちは、ICDP 手法を他の職員に広めていく能力をもち合わせている。DFCD と NCDC 両

者間の協力関係は確立されたが、今後の事業実施の組織体制についてはさらなる協議が必

要である。

セトルメントリーダーは提案書の書き方についての研修を受け、NGO の支援の下、パ

イロット事業の研修事業部分などについての提案書を作成する機会を得た。これは、施設

建設の予算の不足分をカバーするために建築物以外のパイロット事業費用が流用され、こ
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の費用の不足分を補うために他のドナーへ事業を申請するという試みで対応することに

なったためである。この試みは、セトルメントリーダーが自ら事業の提案書を準備するこ

とができるようになるという可能性をつくった。

しかし、セトルメントレベルでの自立発展性はまだ不確かなものである。その理由とし

ては以下のことがあげられる。①セトルメントリーダーをプロジェクトのターゲットとし

たのは事業 2 年次に入ってからで、自らのイニシアティブで事業を行う能力レベルまで十

分達していないものと考えられる。②住民の意識がまだ低く、リーダーさらに住民のコミュ

ニティ開発のあり方への理解が十分でない。③コミュニティ内での組織化がまだ確立もし

くは安定していないセトルメントも多い。④現在の活動を維持していくのに失敗した場合、

結果としてコミュニティ全体が自信を喪失、またリーダーと住民との不信感が増し、再び

元の状況に戻ってしまう可能性が見受けられる。⑤コミュニティの行政から十分な注意を

払われていないという意識がいまだに強い。

３－３　効果発現に貢献した要因

・ C/P 職員の当事者意識の高さが大きな貢献要因であったと考える。特に DFCD は専属で職

員を配置するなど、ICDP へのコミットメントが高い。同時に、日本人専門家は JIC に対

しアドバイザーとしての立場を明確にし、専門家の渡航予定を事業進捗に合わせて柔軟に

対応させてきた。事業 1 年次の計画作成過程では専門家不在期間をつくり、その間は JIC
が責任をもって事業を運営した。

・�日本人専門家と JIC メンバーの良好なコミュニケーションは、JIC 職員の能力拡大とパイ

ロット事業運営の重要な要であった。JIC 会議は事業 2 年次以降、毎週定期的に開催され、

事業実施中に起こるさまざまな問題点をメンバー間で共有し、その問題解決策を協議して

いる。

・�他の関係者からの協力が得られたことも重要であった。水の供給を担当している Eda Ranu
や NCDC の Physical Planning 部や保健部、エンジニアリング部などからパイロット事業の

施設設計に関して支援を得ることができた。

３－４　問題点及び問題を惹起した要因

この事業を通してみられた事業実施における問題点及び問題を惹起した要因として考えられ

るものは、C/P 職員配置の継続性のなさ、C/P 政府高官からの支援の不在、C/P 組織としての

コミットメント不足、セトルメントリーダーシップの継続性のなさ、コミュニティからの開発

活動へのコミットメント不足、コミュニティ開発に関する住民の低い意識、セトルメントの治

安の悪さ、土地問題、地主との関係の悪さ、セトルメント内や他のセトルメントとの部族間抗

争である。能力強化とパイロットプロジェクト実施の 2 つの面に分け、実際の問題点を整理す

ると以下のとおりである。

〈能力向上面で問題であると考えられる要因〉

・�JIC 職員の配置換え、特に NCDC 職員の配置換えが数多くあり、PCM 手法のプロジェクト

サイクルを継続的に学習及び実践できていない職員もいる。

・�セトルメントリーダーは、事業実施 2 年次からプロジェクトのターゲットグループに含ま
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れるようになり、能力強化に十分な時間が得られていない。さらには、途中でリーダーシッ

プが変更したセトルメントもあり、能力拡大が継続的かつ十分に行われていない。

・�事業実施期間が 2 年間と短かったため、パイロット事業実施過程の時間が十分でなかった。

そのため、事業実施後半は人材育成よりもパイロット事業実施のほうに重点が集中してし

まった。

〈パイロット事業の進捗を遅延させた要因〉

・�2005 年 10 月に日本人専門家を含む JIC メンバーがラガムガセトルメントにおいて強盗事

件に遭ったため、ICDP の活動を一時停止させた。また、日本人専門家のパイロットプロジェ

クトサイトへの訪問を中止し、プロジェクト事務所から支援するようになった。

・�NDCD 内部での意思疎通が不十分であったことが問題となり、2006 年上半期、約 6 カ月

間 ICDP から撤退をしたためパイロットプロジェクトの実施が遅れた。

・�副プロジェクトディレクターであり、ICDP の強力な支援者であった NCDC の副シティマ

ネジャーの停職は、NCDC の JIC 職員のやる気を低減させた。

・�パイロット事業の建築計画の最終化や経費の算出をするときに、水の供給をしている Eda 
Ranu や NCDC の他の部門との相談や建築申請に関する調整などがスムーズでなかった。

・�セトルメント住民からの拠出金収集は、リーダーの拠出金の着服などの過去の悪い経験や

リーダーシップの悪さ、サービスは与えられるものという受動的な態度が理由となって難

航している。

・�モモコウラで、土地所有者からの襲撃が 2006 年 10 月 30 日に起こり、住民が強制立ち退

きとなった。そのため、モモコウラでのパイロット事業を中止せざるを得なかった。

３－５　結論

2 年間という短い事業期間、さらに上に述べたような困難を経験したにもかかわらず、本

ICDP 案件は成果を得ているということができる。パプアニューギニアの C/P と日本人専門家

の努力の結果として、PDM に定められた成果とプロジェクト目標は達成しつつある。パプア

ニューギニア政府関係者はセトルメント開発を行うことにさらに前向きになり、パイロット事

業は行政とセトルメントが共同で行う参加型開発の良い事例となっていくことも考えられる。

しかし、ICDP はまだ完了しているとは言いがたく、PDM 上の活動を完了させる必要がある。

パイロット事業実施もプロジェクトサイクルを計画から評価まで一周させ、建設した施設の維

持管理や活用が確実なものになるようにする必要がある。C/P やセトルメントのなかでは正の

インパクトも出てきているが、特にセトルメントでのインパクトは継続性がなく、支援が終了

すればすぐに元に戻ってしまう可能性も否めない。ICDP は行政とセトルメント間での信頼を

構築する最初の事業であるため、両者のこの関係を強固なものとしていく必要がある。パプア

ニューギニア政府がパイロット事業を継続していくことは約束されているが、ターゲットグ

ループが ICDP アプローチの下で PCM 手法に基づきプロジェクトサイクルの評価までの全過

程を理解することができるように、人材育成という面に重点を絞って JICA は事業を支援して

いく必要があると考える。
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３－６　提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）

以下のことを今後継続的に行っていく必要がある。

1） ICDP 手法のすべての過程を学習するために、パイロット事業におけるプロジェクトサ

イクルを完了させる

2）�JIC は、パイロット事業で計画されたすべての施設を完成させる

3）�JIC は、パイロット事業を通して施設の支持管理や活用のためのシステムを構築する

4）�JIC は、パイロット事業実施や ICDP 実施を通して得た教訓をまとめる

5）�DFCD と NCDC は、プロジェクト実施中に得た教訓を今後の活動に反映させるため協

議を行う


